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４ そ 他

1 企業 企業負担や企業支援 関す 要望を伝え ル

現地 ンタビュ 調査 ン 企業 新聞 論壇 投稿 ビ

討論 議員 ビ 活動 行政窓口 あ ゆ 使 要望 伝え

い う あ 行政窓口 企業 最初 コ ュ ン 接 多い 案

件や要望 ン 国 地方出先機関 直接相談 あ

問 回答 行政機関 回答 容 異 場合 あ あ

官公庁サ 問い合わ や回答 情報 サ 通

一元的 共有 う 動 あ 例え 企業 録局 国税庁 経済

地域開 庁 ”The Swedish Business Link to Government” 一元化 サ

Verksamt.se 提供 い

2 企業 立地を決定す 要因

ン 企業 立地 決定 要因 市場 優秀 労働力 確保

交通網 達 企業規制 柔軟 法人関連税 大 等 い 近 大規模 実

施 調査 い う あ 59

関連 ン投資庁 紹介頂い ン企業連盟

ン 税金 起業家 う 影響 え Confederation of Swedish

Enterprise,"Skatter, entreprenörskap och nyföretagande" 先行研究 サ 共

大規模パネ タ 用い 実証分析 以 結果 報告 い

○ 均税率 限界税率 起業 自営 間 負 相関 あ 限界税率 相

関 い

○繰越損失 限定 い ン 経営失敗 コ 高い

意味

○ ン 税制 高い 持 者 ＝高所得者 起業 自

営 ン ン い

○米国等 比 学歴 起業 相関 い 統計的 有意 い場合 多い 負

値 場合 あ

○ ン 高学歴 得 安定的 被用者環境 得 機会費用 高い

い 学歴 者 自 事 創 必要 迫 起業 自営 傾

向 あ

59 企業 ネ 通信省 ン企業連盟等 ンタビュ 基
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3 企業課税を巡 特筆す 事項 タッ ス ャップ 対策

ン国税庁 無申告や過少申告 過少納付 生 本来 税

実際 い 税 差 意味 タッ ャッ Tax Gap
60 解消

組 近 重視 い

ン国税庁 最初 タッ ャッ 関 調査 計 開始

1998 2002 政府 初 計値 200億 350億

タッ ャッ あ 公表 続い 2007 詳細

う 原因 主体 い タッ ャッ 生 い

示 タッ ャッ ッ 作成

図表 ス ン タッ ス ャップ ップ

理論上の税額 兆 億 EK

収納税額 兆 億 EK

租税取締効果

租税取締効果
タッ ス ャップ計

億 EK

国際取引

億 EK
不正労働

億 EK
その他国内要因

億 EK

個人

億 EK

小規模企業
億 EK

中小企業

億 EK

大企業

億 EK

公的部門

億 EK

その他

億 EK

資料 Swedish Tax Agency “Tax in Sweden 2011”

60 定訳 い タッ ャッ 税 差 脱漏税 等 訳 場合 多い
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分析 ン タッ ャッ 総 2005 時点

1,330 億 あ GDP 約 5% 調定税 約 10% 占 水準 あ

ッ タッ ャッ 原因 以 う 3種類 整理

主体 生 い い 可視化 試 い

図表 タッ ス ャップ 要因
要因区分 概要

国際 引 ・ 国際的 引 い 生 外国 居 者
ン 得 所得 ン国民 外国 得 所得

ン 諸外国 間 引等 い 生 課税漏
タッ ャッ 34% 占 総 460 億

労働 Black Work ・ 労働所得 関 国税庁 報告 い い 具体的
賃金及び企業 売 申告 い い

・ タッ ャッ 50% 占 総 660億

国 要因 ・ 記以外 除や 資産所得 申告
減価償却 付加価値税 申告等

・ タッ ャッ 16% 占 総 210億

資料 Swedish Tax Agency “Tax in Sweden 2011”

図表 タッ ス ャップ 発生主体
主体区分 概要

個人 ・ 法人以外 個人 自然人 約 980万人 対象
・ タッ ャッ 規模 220億

規模企業 ・ 賃金支払総 100万 以 企業 約 64万社 対象
・ タッ ャッ 規模 520億

中 企業 ・ 賃金 100万 5000万 以 企業 約 6.5万社 対象
・ タッ ャッ 規模 260億

大企業 ・ 賃金 5000万 以 企業 約 1.5万社 対象
・ タッ ャッ 規模 250億

公的部門 ・ 地方公共団体 公的機関 経済団体 事業者組合 基金等 15 万団
体 対象

・ タッ ャッ 規模 2億

資料 Swedish Tax Agency “Tax in Sweden 2011”

踏 え 国税庁 特 課税漏 大 中 売業 記区分 規

模企業 中 企業 対 課税強化 売業 対 国税庁 ン ン

ャッ ュ タ 制度 入(2010 ) 売 国税庁 把握 組

同時 公 競争 Fair Competition ャン ン 大々的 展開 消費者

領 書 う 公 競争 目指 業界 入 賛同 領 書

行 い場合 罰則 定 監査 実施 い タ 日本 換算 5万
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程度 あ 国 補助制度等 い

大企業や富裕層 対象 国際 引 タッ ャッ 対策 以

組 強化 い わ あ 企業 外 設立 子会社 パ ンパ

融資 形 相手国 利子課税 免除 い 場合 課税逃

防 現在 各国税務当局 協力 ン タッ ン諸

国 間 租税協定 締結 進 い 結果 タッ ン 国

ン 資金還流 増加 あ
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4 企業をサ す 行政サ ビスと企業 公的負担 あ 方 関す 考察

見 ン 企業 サ 行政サ ビ 企業 公

的負担 ン 企業支援策 公的負担 特徴 挙 共 若 考察

加え

企業支援 、非金銭的サ 中心

企業誘致 企業支援 補助金 使わ い い EU 条約 原則 使

え い

タ 形成 企業誘致 い 地代 優遇 行わ い い 土地

対 最大 利用価値 見出 い 企業 対 売却 基本

い

行政サ ビ ン 整備 情報提供 ビ ネ 関連規制 緩和 中心 あ

補助金 誘致 行わ い 市場 競争条件 歪 い 言え

補助金 使途 是非 問わ 少 い 考え

広く薄い負担、優遇措置 少 さ

法人税制 優遇措置 少 い 課税所得 食 61 結果

法人税率 26.3％ 2013 22.0％ 日本 30％ い水準 設定

ン 49％ 有限責任会社 株式会社 法人税 納 い 日本

法人税 納 い 企業 27％ 過 い ン 法人所得 食

割合 い 課税所得自体 黒 留 可能性 高 多 利益法人

産 法人税 負担 企業 割合 高 い 一因 見

中 企業 対 優遇税制 ほ 在 い 3.12条項

中 企業 あ 法人税率 大企業 同一 あ

付加価値税 い 免税点 在 い 益税 生 い

結果 負担 納税 公 感 保 い い

面 社会保険料 い 被雇用者負担 老齢 金保険料 税 除

実質的 負担 あ 対 事業主負担率 大 黒 あ

赤 あ 納 い

雇用を軸とした公的負担 制度設計、受益と負担 明確化

社会保険 給付 所得比例部分 大 い 十分 給付 得 被雇用者

労働市場 出 働 高い所得 得 納税 行い 社会保険料 納付 必要 あ

61 個人所得税 基礎 除 認 い あ 扶養 除等 在 い
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わ 益 得 相応 負担 行わ い

高い所得 得 いう 企業 社会保険料事業主負担分 高

保険料率 同一 ン 高福祉 支え 雇用 軸

多 国民 労働市場 出 所得 稼 納税 伴 生 事業主負

担分 大 得 い 言え



- 115 -


